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クロコンピューター制御方式の記録装置で，テレメータ装置から入力した3成分のアナログ
信号は1Hzのサンプリングレートでユ2bitでAD変換され，常時64秒分のデータがバッフ
ァメモリーに蓄えられている一新しく入力したデータと過去64秒間のデータの平均値との差
が2回連続して最初に設定したトリガーレベルを越えた場合トリガーがかかり，バッファメ
モリー中の60秒前のデータからディジタルカセットテープヘの収録を開始する．また，新し
く入力したデータと過去64秒問のデータの平均値との差が60回続けて収束レベル以内に収ま
るとディジタルカセットテープヘの収録を終了する．ディジタルカセット収録部（CMT）
はティアック社製MT－2を用いている．ブロック長は256バイトで半ブロックに1成分ユ
分問分のデータを収録し，データの前にラベル部を半ブロック付加して2ブロックで1分問
分のレコードとしている．1巻のカセットテープに7時間以上のデータを収録できるのでカ
セットテープの終了による欠測はほとんどない．なお，この記録装置は刻時用に内部の水晶
時計（X－ta1CLK）を用いているので数秒以内の時刻の誤差が避けられない．
5．長周期地震波記録の処理
　長周期地震波データは，現在はパーソナルコンピューター（沖電気製if－800mode130）
によって処理されている．これは現在の防災センターの大型計算機の周辺機器としてディジ
タルカセットテープが使えず，また端末としてパーソナルコンピューターを利用するのも難
しいこと，この記録程度の量のデータの処理にはパーソナルコンピューターでも十分なこと
などのためである．
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　現在用いている処理用パーソナルコンピューターのシステム図を図5右側に示す．この言十
算機はC　P　UとしてZ80Bを用い，メモリー（MEM）はバンク切換えにより256K　Bを持
つ．また，OSとしてCP／Mを用いており，8ビットのパーソナルコンピューターとして
は高級機に属する．周辺機器としてはディジタルカセットテープのほかX　Yプロッター（X
Y　P）も利用でき，またCRT上のディスプレイ画面をプリンター（PRT）にハードコピ
ーにとることもできる．また2台の8インチフロッピーディスクメモリー（FDK）はそれ
ぞれ約ユMBの容量を持っている．
　カセットテープに収録された長周期地震波データは，再生してフロッピーディスクメモリ
ーに移され，保存される．フロッピーディスク上では1つのトリガーイベントが1つのファ
イルを形成し，観測点名と年月日とそのシーケンスナンバーがファイル名になっている．1
つのフロッピーディスクには40時問分以上のデータが収容できる．
　フロッピーディスク上のデータファイルはCR　Tにディスプレイして編集したり，プリソ
ターにハードコピーをとることができる．また，プロッターに出力することもできる．図6
にはハードコピーの例として，茨城県八郷町で観測された1982年12月28日の三宅島近海の地
震（MJMA6．4）の記録を示す．さらにこの計算機は大体JISの水準7000に相当する簡単
なフォートラン（FORTRAN80）が使用できるので，地震の到来方向のひずみ量を計算す
るなどの簡単な処理が可能である、実際，上記の処理プログラムも入出カルーチン以外はフ
ォートランで書かれている．
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図　6長周期地震波の収録例．茨城県八郷町に設置した3成分ひずみ計で観測された三宅島近海の地
　　　震（1982年12月28日，MJMA6．4）の記録のハードコピー．
Fi＆6　An　examp1e　of　the　record　of　the1ong　Pe工iod　seismic　data；seismogIam　of　the　nea工Miyakejima
　　　e班thquake（Decembe工28・1982；MJMA6．4）observed　at　Yasato　station，Ibamki　P工efecture　by
　　　the　th正ee－component　boエeho1e　st正ainmeteエ．
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6．　まとめ
　防災センターにおけるボアホール式3成分ひずみ計の観測および記録・処理の方法をまと
めた．
　1）3成分ひずみ言十のセンサーから出力された信号は，DC成分，AC成分と呼ぶ2つの
成分に分けて増幅，フィルター処理されて，テレメータ装置に入力されている．テレメータ
装置は入力信号を毎秒16bitでAD変換して筑波の防災センターへ伝送している．防災セン
ターで得られる信号の周波数特性は，D　C成分は周期約100秒からD　Cまでフラットな特性，
AC成分は周期約15秒から約工000秒までフラットな特性である．
　2）防災センターでは3成分ひずみ計から得られるデータを3つの種類の方式で記録して
いる．ユつは計算機によるリアルタイム処理であり，計算機は毎正分の16bitのディジタル
信号を磁気ディスクメモリー上に収録している．もう1つはモニター用の打点式記録計によ
る記録で，16bitのデータのうち下位10bitをDA変換して記録している．
　3）データの記録方式の最後の1っはA　C成分についての長周期地震波のトリガー式記録
で，信号の上位12bitについてディジタルカセットテープに1Hzのサンプリングで収録し
ている．この記録はパーソナルコンピュータで再生・処理され，フロッピーディスク上に収
録され保存される．このパrソナルコンピュータでは，データをCRTにディスブレイして
プリンターにハードコピーをとったり，プロッターに出力することができるほか，フォート
ランを使って簡単な処理を行うことができる．
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